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「三田学会雑誌」82卷特別号一I (1990年3月）

労 経 交 淡 と マ ク ロ 経 済

大 山 道 広

1 は じ め に

マクロ経済の理論モデルはケインズ派によるものとマネタリストによるものがよく知られている。 

両者は多くの点で異なっているが，特に労働の需給分析の定式化において対照的である。ケインズ 

派の標準的なモデルでは，貨幣賃金が所与とされ，古典派の第一公準，すなわち労働はその限界生 

産物価値が所与の貨幣賃金に等しくなるところまで雇用されるという仮説が採用されている。物価 

が与えられれば，労働の雇用量，ひいては国民総生産はそれに応じて決まる。所与の賃金•物価の 

下で労働市場で需給がバランスするという保註はない。これに対して，マネタリストの標準的なモ 

デルは，物価予想を所与として労働市場の需給が均等化するように貨幣賃金が伸縮的に調整される。 

したがって，物価予想がはずれた場合にのみ労働の需給が*後的にアンバランスになる可能性があ 

る。

ケインズ派とマネタリストの労働市場観はこのように隔っている力:，両者に共通の要素もある。 

それは市場が完全競争的であり，いかなる主体も賃金水準を左右する力をもっていないとしている 

点である。ケインズ派の場合には，貨幣賃金は何らかの理由によって所与であり，企業も労働者も 

その前提の下で労働の需給を決定する。したがって，需給は一般に一致しない。マネタリストにあ 

っても，労働の需給が貨幣賃金の関数とされる点に変りはない。ただし，貨幣賃金は所与ではなく， 

需給をバランスさせる水^^に決められるのである。

こうした競争的労働市場の仮定は現実的なものとはいえない。現代の社会では，労働者は労働組 

合によって組織され，賃金や雇用量に対して無視し得ない影響力をもつことが多い。また，企業も 

関心のある労働者グループに対して需要独占的な立場に立つことが少なくない。日本の企業と企業 

内組合との関係はその典型的な事例である。欧米の企業と横断的労働組合との関係もそのような構 

図の中でとらえることができる。そうであれぱ，ケインズ派とマネタリストに共通の競争的労働市 

場の仮定を修正してマクロ経済モデルを再構成することが必要であろう。本稿はそのようなひとつ 

のこころみである。

>=(謝辞）本論文は筆者の大学院での講義ノートに基づいている。講義に出席した大学院生諸君，特に 

石橋孝次君の有益なコメントに感謝する。また，このような形にまとめろに当っては，本塾福澤基金， 

輔清明会からの助成に負うところが大きい。ここに記して謝意を表したい。
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本稿では，企業の経営者と労働組合とのかかわり合いをゲーム論的な視角からモデル化する。こ
( 1)

のような観点に立つ研究としてはマクドナルド= ソロー〔1981)が先!IK的である。一般に，賃金は 

雇用にくらべてr粘着的」(sticky)であり，「景気」要因の影響を受けることが少ないといわれる。 

彼らは経営者と労働組合の交渉モデルにナッシュ（1950) 等の協力解を適用することによってこの 

事実を理論的に説明しようとしている。しかし，そこでは労経間の交渉力は所与，あるいは均等と 

され，その変化が賃金，雇用の決定に及ぽす効果は検討されていない。また，労働組合の目的関数 

のシフトの影響も等閑視されている。マクロ経済学の観点からすると，これらはいずれも見逃すこ 

とのできない重要な問題である。本稿ではマクドナルド= ソロ一の分析梓組を部分的に拡張し，そ 

れに一般化されたナッシュの交渉解の概念を適用してこれらの問題を考察する。

本稿のもうひとつの狙いは経営者と労働組合の間のr交渉均衡」を前提としてマクロ経済モデル 

を定式化することである。交渉均衡では，短期的な物価予想に基づいて貨幣賃金と雇用量が取り決 

められる。このうち，貨幣賃金は短期的に硬直的であり，物価予想がはずれた場合には雇用量が適 

当に調整されるものとする。これが供給サイドのモデルである。他方，需絵サイドのモデルは種  々

のものが考えられるが，ここではケインズ派のIS—L M モデルを用いる。 これらを総合すること 

によりマクロ経済の一般モデルを作り出すことができる。

以下，第2節では経営者と労働組合の賃金. 雇用をめぐるゲーム理論的モデルを構築し，その非 

協力解について考察する。第2節では同じモデルで一般化されたナッシュの交渉解を定式化し，そ 

の性質を調べる。第3節では，労経間の交渉均衡を供給サ イ ドのかなめとしたマクロ経済のモデル 

を提示する。人々の物価予想が適応的に修正されるものとして，このモデルにより外生変数の変化 

にともなう経済の動学的調整過程を分析する。特に，マネーサプライや政府支出など外生的な需要 

増大によるインフレーションと労働組合の危険回避度の低下（賃金選好の強まり）によるスタグフレ 

一ションの動態を見る，人々がどの程度適応的に物価予想を修正するかによって，物価や国民総生 

産は定常均衡に単調に収束することも，そのまわりを循環的に変動することもあり得る。このモデ 

ルはケインズ派的な部分とマネタリスト的な部分を併せもっている。最後に第4 節で主要な分析結 

果を要約し，結論を述べる。

2 経営者と労働組合のゲーム

本節では，全業の経営者と労働組合の間の賃金.雇用をめぐる対立を簡単なゲーム理論的モデル 

によって表現し，その非協力解について考察する。これは次節以降の分析の準備的作業である。そ 

のためには，経営者と労働組合がいかなる目的をもっているかを明確にすることから始めなければ 

ならない。

労働組合の目的については定説があるとはいえない。ここではダンロップ〔1966),マクドナルド

注 （1) 最近の展開については，たとえぱフィッシャー（1988)百照。
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= ソロー (1981)等の伝統にしたがって，その目的関数が

U =^-(.<0-0^^ C1)

と表されるものとしよう。たしだ，iv は雇用者数， は組合が供給できる労働総数（組合員数)，®

は雇用労働者が受け取る賃金， は留保賃金（reservation wage)である。留保賃金とは労働者が許

容する賃金の下限である。実際に受け取る賃金がそれよりも高いか低いかに応じて，労働者の雇用

時の効用は失業時よりも高くなったり低くなったりする。留保賃金を受け取るような状況では，労
( 2 )

働者の効用は雇用されてもされなくても同じになる。 いうまでもなく，の，̂はいずれも一般物価 

でデフレートされた実質貧金でなければならない。労働者は一般に「危険回避的」（risk aversive) で 

あるものとして

0 ^  a ^  1

と仮定する。a の上昇は危険回避度の低下（ないし賃金選好の増大）を意味する。また，

N ^ N

という制約があることにも注意しよう。

これに対して，経営者の目的は企業利潤の最大化とされることが多い。ここでもそのように考え 

よう。簡単化のため，企業の生産関数は，

Y =  AN 目 (2)

という形をとると仮定しよう。ここで，r は生産量，技術水を示す正の定数であり，労動の阻界 

生産力が適減するものとして

0 <jS < 1

と仮定する。企業の利潤関数は

冗 AN 後一(oN (3)
(3 ) •  •

とおく。ただし，JTは製品価格を一般物価でデフレートした相対価格である。企業は競争的な製品

市場でJTを所与として行動するものとする。

労働組合の無差別曲線はに(1)おいて" の値を一定としたときのCW, iVの可能な組合せの軌跡であ

る。その傾きは

—の. (4)
dN  し ocN

によって与えられる。図 1(a)の 等 で 例 示 さ れ て い る よ う に ，それは賃金が留保水準を下 

回らず，雇用量がを超えない範囲で定義される。<0>どの範囲では，それは右下りで原点に对し 

ての形状をもつ。ののときには，それはの高さをもつ水平線となる。

企業の等利潤線は(3)においてジを一定としたときのCW, i'/の可能な組合せの軌跡である。その値

注 （2 ) すべての労働者が同質的で， の賃金で雇用された場合の効用関数が0 —めであれぱ，労働組 

合の目的関数(1)は個々 の労働者の期待効用と考えることができる。ここでは，暗黙のうちに標準労優? 

時間の就労が仮定されている。
( 3 ) 単純化のため，固定費用はないものと仮定されている。これは以下の結論を歪めるものではない。
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図 1 労働組合と経営者の無差別曲線

T7  77 AT

(a) 労働組合 (b) 経営者

きは

dの
(5)

d N  l"=TT N

となる。因 1(b)の Fr, F 't ; '等のように，それは1つのピークをもった山形の曲線である。これら 

の焦差別曲線のピークの軌跡^\/̂ "は右下りとなる。いうまでもなく，これは企業が労働市場で価格 

受容者として行動する場合の労働需要曲線である。

ここで，経営者と労働組合のゲームを考えよう。ゲームは経営者と労働者がそれぞれ何を戦略変 

数として用いるかによって異なった様相を呈する。そこで，労働組合が賃金を，経営者が雇用量を 

戦略変数として用いるゲーム（ケース1) と逆に労働組合が雇用量を経営者が賃金を戦略変数とし 

て用いるゲ ーム（ケース2 ) についてみることにしよう。

ケース1

労働組合が先導者，経営者が追随者として行動するシュタッケルベルグ均衡を考えることができ 

る。図2 のiVw曲線はこの場合の経営者の反応曲線である。シュタッケルベルグ均衡は労働組合の 

目的関数がiV " 曲線上で最大値をとる点によって示される。労働組合の無差別曲線：/ と 曲  

線との接点S iに対応するの，iVの値をそれぞれの1 ,M とすると

10)l:

Ni..

(6)

(7)

と計算される。 のとき，シュタッケルベルグ均衡はS i点となる。 のときには，そ
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図 2 ケース1の均衡i N i > N の場合）

れはコーナー解となり，横軸上のなを通るS 直線と曲線との交点 >§1によって示される。 

この点に対応するの，N の値をcDi,N\ とすると

な \ =ト  ANき-'̂  (8)

N\ = N  (9)

となる。c o i , はいずれも明らかに留保賃金より高い。 したがって，NiくN の場合には失業した 

労働者は現行の賃金の下で雇用されることを希望するであろう。この意味で，非自発的失業が発生 

することになる。

図1(a)から明らかなように，雇用量が任意の水準に与えられた場合，労働組合の満足は賃金が高 

ければ高いほど大きくなる。しかし企業利潤が負となることが許されないとすれば，労働組合が 

設定できる賃金には限度がある。それは(3)において" = 0 とおくことによって

と表される。他方，7V" 曲線の各点は

という関係を満たす。これより，労働組合の反応曲線はiV "曲線を1/斤倍だけ上方にシフトさせ 

たMm曲線となることがわかる。経営者が先導者となり労働組合が追随者となるシュタッケルベル 

グ均衡は^^/^曲線上で0)さ̂；̂を満たす任意の点となり，一義的に定まらない。また，両者がともに 

追随者となるナッシュ均衡は存在しない。

ケース2

ここでは，経営者が先導者，労働組合が追随者となるシュタッケルペルグ均衡が重要である。図 

3 において，労働組合の反応関数は折線O y A Sによって示される。シュタッケルベルグ均衡は経
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図 3 ケース2の均衡O UくN の場合）

営者の目的関数が0 £5! 上で最大値をとる点である。

応する0), N の値を0>2, M とすると

0)2 =  (0

み

この点に对

aa

01)

と表される。これをケース1 の内点解と比較すると，明 ら か に の2, iVlくiV2である。この場合>• 

労働者の効用は雇用されてもされなくても変らないので，失業は非自発的なものであるとはいえな 

い。図示していないが， iV2>i7のときには，シュタッケルベルグ均衡はコーナー解となり，それ 

に対応する①’ N の 値 を N zとすると，

0)9=0) d3

M ニ i? as
となる。

図1(1))から知られるように，雇用量が任意の水準に与えられた場合，企業利潤は賃金が低ければ 

低いほど増大する。 しかし，賃金は留保水準S iを下回ることはできない。図3 で企業の反応関数 

は 水 平 線 と な る 。労働組合の目的関数の値は上のすべての点でゼロだから，労働組合が 

先導者，経営者が追随者となるシュタッケルベルグ均衡や両者がともに追随者となるナッシュ均衡 

は一義的には決まらない。

3 交渉均衡とその性質

前節で考察した経営者と労働組合のゲームでは，両者のうち賃金を戦略変数として用いる方が先 

導者となり，雇用量を戦略変数として用いる方が追随者となるシュッタケルベルグ均衡が一義的に
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存在することが示された。これらは労働組合による供給独占的なし、し経営者による需要独占的均衡 

である。これに対して，雇用量を戦略変数として用いる方が先導者となり，賃金を戦略変数として 

用し、る方が追随者となるシュタッケルベルグ均衡は不決定となり，両者がともに追随者となるナッ 

シュ均衡は存在しないこともある。こうした非協力解の均衡はまったくあり得ないことではないと 

しても，経営者と労働組合の関係，両者による賃金と雇用量の決定を一般的かつ適切に近似するも 

のとは思われない。

そこで，本節ではナッシュ（19Sの の交渉解を拡張解釈して，経営者と労働組合がそれぞれの目 

的関数が複合された共同の目的関数を最大にするように協力し，労働契約を結ぶ事態を考えよう。 

ナッシュの交渉解を労働契約に適用した例としてはマクドナルド= ソロー（1985) が有名である。 

しか しナ ッ シ ュの交渉解は当事者の交渉力（bargaining power)が均等であるとする制限的な仮 

定に立脚している。ここでは大山（1989)に基づいて，経営者と労働組合の交渉力が均等でない場 

合にもあてはまるようにナッシュの交渉解を一般化して用いる。

労働組合と経営者の個別の目的関数はこれまで通りそれぞれ(1),(3)によって与えられる。両者の 

共同の目的関数はそれらを複合したものであり

a=u^v^~^ Q4)

と表されるものとしよう。ただし，0 は労働組合の経営者に対する交渉力の指標であり

0 1

と仮定する。両者の間の交渉均衡はが(0, 7Vに関して最大化されている状態である。そこでの£0, 

7Vの値はいずれも0に依存しているので， め，N* ( 0 ) と書くことにしよう。

失業を含む内点解がある場合，それらは

か の =-(-1 ニ a)7+る - - ニ  ^  0.

N* (め= {[a -«) d+a-d+ocd') /5](— )|t=j as

と計算される。労働組合が経営者に対して圧倒的な交渉力をもつ場合には0 =1, 逆に経営者が労 

働組合に対して圧倒的な交法力をもつ場合には6 =  0 となる。これらの場合についてみると，⑩， 

如は

^ * C l)= Y - a a - / 3 ) ^  (15 つ

および

と簡単になる<

の* 0))=色 （15")

7V*C0) = ( - ^ ' ) W  (16。
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iv *〔めの場合には失業を含まないコーナー解が成立する。それらはn = n としてを最大 

にする®,がの値であり

び ( め ニ )1 ■ニぐ I '  的

N * = N  OS)

と表される。c5*(めは留保賃金と労働の平均付加価値生産性の加重平均になっている。ここでも， 

d =0, として

(19)

(W*(0)=ffl (2(J

という特殊ケースを考えることができる。

内点解の場合について，の* (め，N *〔d) がモデルのバラメタ一にいかに依存しているかを見てお 

こう。旧，如からただちに

<0*'( め さ  C1-J3) 0)>0 (2(T

N * '(め= C l- a )A i^ (— ) T ^ >  0 (21)
CD

を得る。ただし

J= C l一め 0+ [1—(1一^0 没]タ>0 

である。したがって，C0-■(め，iV* (めはいずれもタの増加関数である。労働組合の経営者に対する 

交渉力が強まれぱ，賃金が上り，雇用量が増加するということで，当然の帰結といえよう。

他のバラメタ一の変化の効率も同様にして調べることができる。たとえば

-^ ^ ^ = -^ (1 -/5 ) 6 [6+(1- め |3]2>>0 (22)

となる。これより，労働組合の危険回避度（1一めが高まれば，賃金が低下し，雇用量が増大する
( 4 )

ことがわかる。これもありそうな結果である。留保賃金S iの上昇が賃金の比例的上昇と雇用量の 

減少をもたらすことは，⑩，a◎からただちに見てとれる。労働者の財産の蓄積や失業保険制度の充 

実は一般に留保賃金を高めるので，間接的に賃金の引上げ，雇用量の減少につながると考えられる。 

製品価格JTや技術水準を表すバラメタ 一A の上昇の影響も明らかである。それは雇用量の増大をも

たらすが，貧金に対しては何の効果も及ぽさない。この最後の帰結は生産関数(2)の特定化によるも
( 5 )

ので，一般性があるとはいえない。

交渉均衡が労働組合と経営者の間のバレート最適点であることはいうまでもない。バレート最適

注 （4 ) 日本の雇用は欧米にくらぺて高水準で安定している。日本の労働組合の危険回避度が欧米よりも高 
いことが少なくともその一因であるといえよう。

( 5 ) —般には，の* (めは JT, A に依存しているが，その依存の仕方は明確ではない。マクドナルド■ソ 
ロー（1981)によれぱ，これは実質賃金が景気循環から多少とも独立に固定的であることを說明する。
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M

図 4 交涉均衡の図解

点では労働組合の無差別曲線と経営者の無差別曲線（等利潤曲線）の傾きは等しくなっているので， 

(4), (5)から

W一0) 一 きtz A N さ-1_ 0) ‘ ね

が成立する。OSD, a®の CO*(の，N * id ')がこの関係を満たすことは容易に確かめられる。契約曲線 

の傾きは(24)から

加  _ (1— /3) ttA/Vト 2
W  ニ 1 ^ ----- 旧

と求められる。こ れ は 7T, A等の増加関数である。特に興味深いのはとの関係である。契約 

曲線はニ  0 のときには水平，a = l のときにはS 直， 0 < «  < 1 のときには右上りとなる。

図4 において，C Cは契約曲線を0 < a < 1 の場合について図示したものである。 これは（u<$i 

の範囲では存在せず，iV > i?の範囲では意味をもたない。利潤が正の場合の等利潤曲線は1つのピ 

ークをもつ山形の曲線であるが，利潤がゼロの場合のそれは右下りの曲線となる。この利潤ゼロの 

等利潤曲線M m と契約曲線が交わる点をS としよう。負の利潤が許されないとすれば，契約曲線 

の許容可能な範囲はM m 曲線の下方に限定され， によって示される。交渉均衡は上の一 

点である。労働組合の交渉力が圧倒的に強い場合〔0 = 1 )の交渉均衡は5 点で，経営者の交渉力 

が圧倒的に強い場合（0 ニ0 ) のそれはC 点で示される。労働組合の経営者に対する交渉力が増大 

する（0がゼロから1に増える）にしたがって交渉均衡はC点から5 点に移動していく。

前節で調べた非協力ゲームの均衡と交渉均衡を比較してみよう。ケース1の労働組合先導一経営 

者追随型のシュタッケルベルグ均衡は経営者の反応曲線AT« と労働組合の無差別曲線との接点であ 

るバ点によって示される。この労働者による供給独占的均衡は明らかにバレート最適でない。労働
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組合の無差別曲線はこの点で等利潤曲線と交わっている。A 点から両者に囲まれた斜線領域に移る 

ことにより労働組合と経営者の満足をともに高めることができる。この場合の賃金はタ==1の場合 

の交渉均衡の水準と同じになるが，雇用量は交渉均衡の水準を下回っている。これに対して，ケー 

ス2 の経営者先導一労働組合追随型のシュタッケルペルグ均衡はの水準の水平線に等利潤曲線 

が接するC：点で示され，5 = 0 の場合の交渉解と一致する。

交渉均衡の賃金は富の蓄積，失業保険，最低賃金などを反映する留保賃金に比例し，さらに生産 

技術や労働祖合の危険回避度や交渉力に依存して決まる。しかし，それは一般物値や相対価格の変 

動によっては影響を受けない。代表的企業の交渉均衡を考えれぱ，そこで決まる賃金は「自然賃金_! 

(natural wage rate) と呼ぶこといできよう。それは古典派以来さまざまなニュアンスで論じられて 

きた r労働の自然格」（natural price of labor) に一つの現代的解釈を与えるように思われるから 

である。自然賃金に対応する失業率1—iV* (め/ iV■はr 自然失業率」（natural rate of unemployment〉 

と呼べるかもしれない。 しかし，この用法はこの概念の創始者であるフリードマン（1968) のそれ 

に一致しているとはいえない。 フリードマンの場合，自然失業が非自発的失業を含むものかどう力、 

は必ずしも明確でない。しかし，び> 0 のときには，交渉均衡の賃金は留保水準を超えるので，こ 

の場合に発生する失業は享後的には非自発的なものとなるのである。

4 自然賃金• 物価予想•経済変動

前節でも指摘したように，代表的企業の労経間の交渉で決まる資金は自然賃金，すなわち社会の 

技術的• 制度的条件，さらには労働組合の賃金• 雇用の選好や交渉力に応じて決まるr g 然な」報 

酬率と考えることができる。それはその社会のr平均的な」賃金が回帰する「目標」となるもので 

ある。しかしそのような目標が与えられたとしても，それが「平均的にも」ただちに実現される 

とは限らない。現実の労経間交渉で決められるのは実質賃金ではなく貨幣賃金である。しかも，交 

渉には相当の時間を要するため，その絶え間ない変更は生産活動をいちじるしく阻害することから， 

貨幣賃金は中長期的にはともかく，短期的には多少とも硬直的とならざるを得ない。したがって， 

実際に支払われる実質賃金は一定の予想物値の下では自然賃金に照準を合せたものとなっていても， 

予期せざる物価変動とともに変動し短期的に自然水準から乖離する可能性がある。

本節では，以上のような認識に基づいて，労経間の交渉均衡のモデルを伝統的なIS—L M 分析に 

接合し，マクロ経済の変動を説明するモデルを構築する。代表的企業を想定し，貨幣貢金が一定の 

物価予想の下で交渉均衡の賃金を目標として決められ，短期的に固定されるものとする。仮に物価 

予想が完全に的中すれば，自然賃金とそれに対応する自然失業率が実現する。しかし，物価予想は 

一般に完全ではありえない。そのため，自然賃金も自然失業率も短期的には実現しないかもしれな

注 （6 ) ピグー（1933)はこれを「賃金政策の目標」（the goal of wage policy)と呼んでいる。大山 

(1987)参照。
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い。このような交渉均衡のモデルは雇用. 生産といったマクロ経済合サイドにひと'0 0 定式化 

を与えるものである* 0これに対して，伝統的なIS~ L M モデルは財市場*貨幣市場の需給バランス 

といったマクロ経済の需要サイドの模型になってX、る。以下では，これらを総合することにより， 

賃金，雇用，物値の短期的な決定，中期的な変動* そしてそれらの長期均衡を論じる。

代表的企業の期間モデルを考えよう。 / 期の期初に劳経間渉が行われ，期中の予想物価が 

に基づVvて，貨幣賃金率w tが

Wt=o^p\ (26)

をみたすように決められるものとすろ。ただし tw*は自然賞金（交渉均衡の賃金）であり，とりあえ 

ず所与とする。 / 期に実現する物価をp t ,実質賃金をとすれぱ，* 後的に

という関係が成立する。ihキが‘のときに は となって，自然賃金は実現されない。この場合, 

経営者はどのように行動するであろう力、。 ここでは，労働組合との交渉をただちにやり直すのでは 

なく，期初に決められた貨幣賃金をそのまま維持し，したがって事後的に実現した実質賃金率を所 

与として，改めて労経共同の目的関数a=u0が-0を最大にするように雇用量iVを決定するものとし 

よう。ただし簡単化のために代表的企業の製品の相対価格:rは一定とする。

経営者の最大化行動から

co ,=-^co*=[0+ C l-0) J5] T rA N t' ^
Pt

という関係が導かれる。兩辺の対数をとると 

log pt—log p\

log Â «—Iog{[0+(1 — (29)

となる。これはさらに

log —log /)£-! =  Cl—iS)log Cl —Mt) N

~10g{[^+Cl~^) ;S] TT̂ /co*} +log が — log pt-\ $0

と* き直すことができる。ただしめは #期の失業率である。これは物価期待を考慮して「拡張さ
( 8 )

れたフィリップス曲線」（augmented Phillips curw )と呼ばれる関係を表している。つまり，物価の 

予想上昇率を所与とするとき，そしてそのときにのみ，現実の物値上昇率と失業率の間には安定し 

た右下りの曲線で示されるような関係がある。一定の予想物値上昇率と失業率に対応する現実の物 

価上昇率は自然貢金が高けれぱ高いほど，労働組合の交渉力が弱ければ弱いほど，また生産性が低 

けれぱ低いほど高くなる。

このフィリップス曲線の関係は一定の物価予想の下で各期の雇用量が実際の物価に対応していか

注 （7 ) 実際，多くの労働契約は一定期間貨幣賃金を特定の水準に固定するが，雇用については経営者の裁 
量に委ねるものが多い。マクドナルド= ソロー（1981),ホール= リリユン（1979)等参照。

(8 ) たとえぱドーンプッシュ= フィッシャー（1987)参照。
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なる水準に決まるかを示している。その意味で，それはマクロ経济の供給サイドをモデル化したも 

のとみることができる。 これに対して，需要サイドは伝統的なIS—L M 分析から導かれる総需要 

関数によって与えられるものと仮定しよう。それは通常実質貨幣残高や財政支出の関数と考えられ 

る。ここでは， /期の総需要関数を

log log log Gt (31)

と特定化する。ただし，F ? は財市場と貨幣市場の需給バランスを満たす国民総生産，M tは名目 

貨幣残高である。では正の定数とする。 は財政支出の水準に依存するバラメタ一である。 ド？ 

が実際に生産されるためには

ニ yliv う . $0

となっていなけれぱならない。（31) , から

iS log iV{=り Gog Mt—log pt)+\og G j—log A  0$

を得る。これをほに代入し，05), (16)を用いて整理すると

タlog が= [i3 + a  - めり] log A +(トめ log N* 场

— logMi+log Gt—logi4) 0^

のようになる。ただし，iV*は交渉均衡の雇用量である。

ここで，人々の物価予想が時間を通じて適応的に修正されるものとしよう。これは

log がーlog が-i= r  Gog/)ト1一log が-1) $$

とますことができる。ただし， 7•は正の定数とする。《期の期初に立てられる予想物価は《一1期 

の予想物値をその期に実現した物価に輔寄せするように決められるということである。041を(35)に代 

入して整理すると

[/3+Ci—iS)で] log 於=[iS+〔i —め（1—r )り] Cl —i3) r log Y*

+ (l~^)[log Gt~̂Tf] log Mt~ Cl一r)Clog log 00

という関係が導かれる。た だ し y * は交渉均衡の国民総生産（= ルV*りである。脚，0タ，$0から 

さらに

[/3+(1-めり] log yi =  G-i3) 7V log l^*+[j3+G-i9Xl—?0 り] log Yt-i

+i<3{り（log M i—log Mj-i)+log G i—log Gt-i} ⑥

という関係も成立する。

$0, (37)は #期の短期均衡において物価とS 民総生産がいかに決定されるかを示している。 t - 1 

期の諸変数を歴史的与件とすれぱ， f 期の物価，国民総生産はいずれも交渉均衡の生産水準，当期 

のマネーサプライ，政府支出などに依存している。交渉均衡の生産水準が上昇すれば物価は低下し 

国民総生産は増大する。また，マネーサプライや政府支出の（ー1 期の水準からの増加は物価の上 

昇と国民総生産の増加をもたらす。

政府支出とマネーサプライが時間を通じて一定に保たれるものとして経済の動学的な調整がどの
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図 5 需要増大の効果

(b)

ように進められるかを考察しよう。 トi= M , Gt=G,-i =  G とおくと，（36), 0力は 

[^+(1— り] log pt— [i3+Ci—^ ) ( i~ r )り] log pt-i

=(1 一 jS) Y Cv log M4-log G—log F*) $$

[^+(1—i3)で] log Yt— [i3+(l—め(1—r )り] log Yt-i

=  Cl-i3) TV \ogY* 00

と書き直される。挪，（39)はそれぞれ物価，国民総生産に関する1階の線形差分方程式である。物価 

の定常均衡値をダとすると，（3$)から

G
ダ=1; 'M 的

とまされる。これは一種の貨幣数量方程式であるが，マネーサプライが一定のときでも政府支出の 

増加や交渉均衡における雇用量ないし国民総生産の減少は長期的に物価をおし上げる要因となる。 

国民総生産の定常均衡値はいうまでもなく交渉均衡値F * に一致する。

差分方程式0$, (39)の定常均衡が安定であるための必要十分条件は

r < 2 ( i + ^ i 4 ) 7 )  料

である。 これは物価予想の修正係数7•があまり大きくなけれぱみたされる。たとえば，いわゆる 

「静態的期得」(static expectations)の場合には；- = 1となり，定常均衡は安定である。また，経濟 

の変動経路は

r^i+-
(i+iS)り

に応じて，定常均衡に単調に収束するか，そのまわりを振動することになる。

図5 はマネーサプライの1回限りの増加の効果を単調収束のケースについて例示したものである< 

横軸には時間t が測られている。当初物価はダ，国民総生産はy * の定常均衡が実現されていたと
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して，時点ねにマネーサプライが増やされたと仮定しよう。図5 (a)のA P pは物価の時点to以降

の変動経路，5(b)の51^2/は国民総生産のそれである。 時点A)において，物値はマネーサプライ

の増加率ほどは上昇しないが，その後さらに上昇してマネーサプライの増加率に見合う水準に近づ

いていく。他方，国民総生産は一時的に増加するが，その逆に減少して，もとの水準に回帰してい
( 9 )

< c

政府支出増大が物価，国民総生産に及ぼす効果もまったく同様である。それは垣期的には物価の 

上昇と国民総生産の増大をもたらす。しかし，中長期的にはその物価効果は強まるが，生産効果は 

衰弱し消滅する。換言すれぱ，政府支出増大のクラウディング.アウト効果は物価水準の上昇とそ 

れに伴う実質貨幣残高の減少を通じて中長期的には完全に作用する。これは定常均衡において非自 

発的失業が存在する場合にも貫撒するという意味で古典派ともケインズ派とも異なる帰結である。

図6 は労働組合の危険回避度の低下(賃金選好の増大）ないし留保賃金の上昇によるコスト•プッシ 

ュ， 生産減少の効果を同様に図解したものである。時点でそのような変化が生じると，即座に物 

価がある程度上昇し，生産がある程度減少する。しかし，その後も物価は徐々に上昇し，生産は徐 

々に減少して新しい定常均衡値ダ'，r * 'に近づく。このプロセスは物価の上昇と同時に生産（そし 

て雇用）の減少が進行するもので，いわゆるスタグフレーシ ョ ン （stagflation)の範型になっている。

ここで注意すぺきことは労働組合の経営者に対する交渉力の増大はインフレ的でも生産抑制的で 

もなく，まったくその逆であるということである。現在のモデルでは，労働組合の交渉力が強まれ 

ぱ賃金が上がるだけでなく，雇用も同時に増加する。雇用の増加は生産の増加をともなうので，物 

価の下落要因となる。この場合，自然賃金の上昇は貨幣賃金の上昇とそれよりも低率の物価の上昇

図 6 コストプッシュの効果

(a) (b)

注 （9) $力から明らかなように， とFtはこの調整過程を通じてたがいに逆方向に変動する。また，Wか 
ら はN tないしと逆方向に，したがってp tと同方向に変動する。 このモデルでは，実質貢 
金が景気循環によってあまり影響を受けないという命題は必ずしも成立しない。
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によって実現されるのではなく，主として物価の下落によって達成されるのである。貨幣資金は中 

長期的には必ずしも上昇する必要はない。図6 は労働組合の交渉力減退の効果を絵ときするものと 

読むこともできる。

5 要約と結論

本稿では，企業の賃金水準と雇用量が経営者と労働組合とのゲーム理論的な相互作用を通じて決 

まるという設定の下で，両者の間の非協力均衡と協力均衡（交渉均衡）の性質を調べ，その結果を 

マクロ経済変動の分析に応用した。その主要な狙いは合理的な経済主体の行動に基づいて非自発的 

失業を含む経済均衡が存在しうることを明らかにすると共に，それに基づいて総需要の増加やコス 

ト• プッシュ圧力の増大がマクロ経済に及ぽす影響を解明することである。

経営者と労働組合が非協力的に行動するとするモデルでは賃金.雇用の決定に現実的な説明を与 

えることは困難である。そこで，本稿ではナッシュ流の交渉均衡の概念を両者の交渉力に差異があ 

る場合にも適用できるように若千拡張して用いることにした。交渉均衡で決まる賃金，雇用は労働 

者の留保賃金，労働組合の危険回避度や交渉力に位存している。交渉均衡の賃金は留保賃金に比例 

し 労働組合の危険回避度の減少関数，交渉力の増加関数である。雇用量は留保賃金の減少関数， 

危險回避度と交渉力の増加関数である。交渉均衡では留保水準を超える賃金の下で失業が存在する 

可能性がある。その意味で，それは（事後的な）非自発的失業を許容するものとなっている。

代表的企業を想定することにより，交渉均衡の概念をマクロ経済の供給サイドに適用した。古典 

派以来の伝統にしたがって，交渉均衡の賃金はr自然賃金」と呼ぱれる。労働組合と経営者は毎期 

期初に交渉し，自然賃金とそれに対応する雇用量を実現しようとする。しかし，実際には一定の物 

価予想に基づいて貨幣賃金を取り決めるにすぎない。物価予想が適中すれぱ目論見通りになるが， 

的中しない場合には自然賃金は実現せず，雇用量も修正されることになる。このような供給サイド 

の仮説と標準的なIS—L M 分析を接合することにより，マクロ経済変動のモデルを構築すること 

が可能になる。

このモデルによれぱ，マネーサプライや政府支出の増加は想期的には雇用.生産の拡大をもたら 

す。しかし長期的には物価の上昇，実質貨幣残高の減少を通じてその効果は完全に相殺される。 

また，留保賃金の上昇，労働組合の危険回避度の低下といったコスト•プッシュ圧力の増大は短期‘ 

的にも長期的にも物価の上昇，雇用• 生産の縮小をひき起こす。前者の関係は需要要因によるイン 

フレやデフレの説明として，後者のそれはコスト•プッシュ要因によるスタグフレーションの要因 

としてそれぞれ有効である。

労働組合の経営者に対する交渉力の増大はしばしばコスト• プy シ》型のインフレーション，あ- 

るいはスタグフレーションの元凶と見なされる。しかし，ここではそれは交渉均衡の賃金を高めろ 

とともに雇用，ひいては生産を増やすように作用し，物価に対してはむしろ鎮静効果を発揮する。
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非自発的失業が存在するような状況ではむしろ好ましいことなのである。労働組合の危険回避度の 

上昇（賃金選好の低下）は賃金の低下と雇用• 生産の拡大，したがって失業の減少をもたらす。日本 

の失業率が欧米に比べて低いのはこうした労働組合の選好の相違を反映するものといえるかもしれ 

ない。本稿のモデルは多くの単純化のための仮定に依抛している。しかし，そのすべてが主要な結 

論の導出に必要とされるわけではない。たとえぱ，企業の生産関数や費用関数は最も単純なものが 

考えられている。特に，費用関数は固定費用を捨象している点で単純すぎるといえよう。とはいえ， 

この単純化は主として計算の便宜のためのものであり，結論を著しく歪めることはない。同様に， 

IS - L M 分析から導かれる総需要関数の特定化も分析の容易化に役立っているが，結論を大きく左 

右するものとは思われない。これに対して，本稿で採用した物価予想に関する適的期待の仮説は 

問題を含んでいる。人々が将来の物価を完全に予見できるとすれば，実質賃金や雇用量が交渉均海 

の水準から命離して変動することはありえない。その意味で，本稿のマクロ動学分析はこの物価予 

想仮説に本質的に依存している。しかし，不完全予見をいかに定式化するかについては定説がない。 

この点の改言は現在のところ困難である。
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